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【１】 趣旨 

この野沢共同作業センター指定管理業務仕様書（以下「業務仕様書」といいます。）は、野沢共同作

業センター（以下「施設」といいます。）の管理運営について、公の施設として公的な使命を果たすこ

とを前提としつつ、行財政の効率化と利用者サービスの向上を図るため、指定管理者が行う業務の内

容等について必要な事項を定めるものです。 

 

【２】 本施設の状況 

１ 名称・所在地 

名 称 野沢共同作業センター 

所 在 地 佐久市取出町 485 番地 3 

 

２ 本施設の規模等 

建 築 構 造 鉄骨造平屋建 

敷 地 面 積 925.24 ㎡ 

延 床 面 積 405.50 ㎡ 

施 設 内 容 作業室、事務室、相談室、前室、食堂、クッキー室、食品庫、静養室、倉庫、更

衣室（男女別各１室）、浴室、トイレ（男女別各１、多目的１）、洗濯室、外部倉

庫 

車 両 車椅子リアリフト付乗用車１台（ニッサンセレナ長野 800 す 624） 

建 設 年 月 令和 4 年８月 

そ の 他 詳細は、別紙「施設の概要書」等を参照してください。 

 

3 施設の利用者及び利用定員 

利 用 者 ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第22条

第 8 項の規定により障害福祉サービス受給者証の交付を受けた者 

イ アに掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者 

利 用 定 員 20 人 

 

【３】 管理運営の基準 

１ 本施設の管理運営方針 



【野沢共同作業センター】業務仕様書 

 

 

(１) 本施設の目的 

障がい者の自立促進及び地域生活を支援するため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」といいます。）第 5

条第 7 項に規定する「生活介護」及び同条第 1５項に規定する「就労継続支援」事業を実施する

ことを目的とします。 

 

(２) 基本方針 

ア 佐久市では、人口減少時代の到来、少子高齢化の進行、地方分権の推進、さらに国・地方の厳

しい財政状況を受けた構造改革の推進など、佐久市を取り巻く社会経済環境の大きな変化を踏

まえ、諸問題に的確に対処しつつ、広い視点に立った力強いまちづくり及び健全財政に配慮し

た計画的、効率的な行政運営を進めていくため、その方向性や方策を明らかにする第二次佐久

市総合計画を策定しました。 

この総合計画において、障がい者福祉に関する計画は、次のとおりとしています。 

主要施策名 ・障がい福祉サービスの充実 

・障がい者の社会参加の支援 

・障がいへの理解と権利擁護の推進 

取 組 内 容 ・障がい者が住み慣れた地域で自分らしい生活が送れるよう、ニーズに応じ

たサービスの提供を進めます。 

・就労を通して社会参加を促進するため、障がい福祉サービス事業所やハロ

ーワークなどの関係機関と連携し、就労支援体制の強化を図ります。 

・障がい者就労施設からの物品や役務などの優先調達を推進するとともに、

地域における販路拡大を支援します。 

・関係機関との連携を強化し、障がいを理由とする差別の解消や虐待防止の

ための取組を推進します。 

この施設は、これらの方向性・方策を実現するための中核的な施設に位置付けられています。 

今後も、総合計画掲載内容の実現と、施設の設置目的の達成に向け、これらの方向性に沿った

施設の管理運営を行っていきます。 

  イ 生活介護に係る指定障害福祉サービスの事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を

営むことができるよう、主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、創作的活動又

は生産活動の機会の提供その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければなりません。 

ウ 就労継続支援Ｂ型に係る指定障害福祉サービスの事業は、利用者が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう、就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機

会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他便宜を適切かつ効果的

に行うものでなければなりません。 
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(３) 管理運営方針 

ア 上記の基本方針に基づいた管理運営を行うこと。 

イ 公の施設であることを常に念頭に置き、市民の平等な利用を確保すること。 

ウ 本施設の効用を最大限発揮し、利用者の増加に努めること。 

エ 事業計画書に沿った管理運営を効率的かつ適正に執行し、経費縮減が図られること。 

オ 利用者の意見を本施設の管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めること。 

カ 関係法令等の規定を遵守すること。 

キ 施設、設備及び備品の維持管理を適切に行うこと。 

ク 個人情報の保護に配慮すること。 

 

２ 本施設の管理運営目標 

本施設を管理運営する際の目標は、次のとおりです。 

指定管理者は、この目標を達成する努力義務を有するものとします。 

管理運営目標 生活介護事業においては、利用者の情報収集に努め、ニーズや個々の特性に

合わせた環境を整備します。 

就労継続支援（B 型）事業においては、一人当たりの月額平均工賃を 10,759

円（令和 7 年度実績）から 11,600 円以上にします。 

 

３ 施設の管理運営基準 

施設を管理運営する際の基準は、次のとおりです。 

指定管理者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の従業者、設備及び運営の基準に関する条例（長野県条例第 60 号）に定める

基準のほか、次の基準を達成する義務を負うものとします。 

運営に関する基準 

生活介護 

（基準省令第 82～92

条） 

第 82 条 指定生活介護事業者は、指定生活介護を提供した際は、

支給決定障害者から当該指定生活介護に係る利用者負担額の支

払を受けるものとする。 

2 指定生活介護事業者は、法定代理受領を行わない指定生活介護

を提供した際は、支給決定障害者から当該指定生活介護に係る

指定障害福祉サービス等費用基準額の支払を受けるものとす

る。 

3 指定生活介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、指定

生活介護において提供される便宜に要する費用のうち、次の各

号に掲げる費用の支払を支給決定障害者から受けることができ
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る。 

一 食事の提供に要する費用 

二 創作的活動に係る材料費 

三 日用品費 

四 前 3 号に掲げるもののほか、指定生活介護において提供さ

れる便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要

となるものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させ

ることが適当と認められるもの 

4 前項第一号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定め

るところによるものとする。 

5 指定生活介護事業者は、第一項から第三項までの費用の額の支

払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支

払った支給決定障害者に対し交付しなければならない。 

6 指定生活介護事業者は、第三項の費用に係るサービスの提供に

当たっては、あらかじめ、支給決定障害者に対し、当該サービス

の内容及び費用について説明を行い、支給決定障害者の同意を

得なければならない。 

第 83 条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の

支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わ

れなければならない。 

２ 指定生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方

法により、排せつの自立について必要な援助を行わなければな

らない。 

３ 指定生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者

のおむつを適切に取り替えなければならない。 

4 指定生活介護事業者は、前三項に定めるほか、利用者に対し、

離床、着替え及び整容その他日常生活上必要な支援を適切に行

わなければならない。 

5 指定生活介護事業者は、常時一人以上の従業者を介護に従事さ

せなければならない。 

6 指定生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者の負担に

より、当該指定生活介護事業所の従業者以外の者による介護を

受けさせてはならない。 



【野沢共同作業センター】業務仕様書 

 

 

第８４条 指定生活介護事業者は、生産活動の機会の提供に当た

っては、地域の実情並びに製品及びサービスの需給状況等を考

慮して行うように努めなければならない。 

2 指定生活介護事業者は、生産活動の機会の提供に当たっては、

生産活動に従事する者の作業時間、作業量等がその者に過重な

負担とならないように配慮しなければならない。 

3 指定生活介護事業者は、生産活動の機会の提供に当たっては、

生産活動の能率の向上が図られるよう、利用者の障害の特性等

を踏まえた工夫を行わなければならない。 

4 指定生活介護事業者は、生産活動の機会の提供に当たっては、

防塵設備又は消火設備の設置等生産活動を安全に行うために必

要かつ適切な措置を講じなければならない。 

第 85 条 指定生活介護事業者は、生産活動に従事している者に、

生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経

費を控除した額に相当する金額を工賃として支払わなければな

らない。 

第 86 条 指定生活介護事業者は、あらかじめ、利用者に対し食

事の提供の有無を説明し、提供を行う場合には、その内容及び費

用に関して説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

２ 指定生活介護事業者は、食事の提供に当たっては、利用者の心

身の状況及び嗜好を考慮し、適切な時間に食事の提供を行うと

ともに、利用者の年齢及び障害の特性に応じた、適切な栄養量及

び内容の食事の提供を行うため、必要な栄養管理を行わなけれ

ばならない。 

3 調理はあらかじめ作成された献立に従って行われなければな

らない。 

4 指定生活介護事業者は、食事の提供を行う場合であって、指定

生活介護事業所に栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価

の算定及び調理の方法について保健所等の指導を受けるよう努

めなければならない。 

第８7 条 指定生活介護事業者は、常に利用者の健康の状況に注

意するとともに、健康保持のための適切な措置を講じなければ

ならない。 
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第８８条 指定生活介護事業者は、指定生活介護を受けている支

給決定障害者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞な

く、意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 

一 正当な理由なしに指定生活介護の利用に関する指示に従わ

ないことにより、障害の状態等を悪化させたと認められると

き。 

二 偽りその他不正な行為によって介護給付費又は特例介護給

付費を受け、又は受けようとしたとき。 

第８９条 指定生活介護事業者は、指定生活介護事業所ごとに、次

の各号に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規

程（第９２条において「運営規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 利用定員 

五 指定生活介護の内容並びに支給決定障害者から受領する費

用の種類及びその額 

六 通常の事業の実施地域 

七 サービスに利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当 

該障害の種類 

十一 虐待の防止のための措置に関する事項 

十二 その他運営に関する重要事項 

第９０条 指定生活介護事業者は、利用者の使用する設備及び飲

用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な

措置を講ずるとともに、健康管理等に必要となる機械器具等の

管理を適正に行わなければならない。 

2 指定生活介護事業者は、指定生活介護事業所において感染症又

は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 
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第９１条 指定生活介護事業者は、利用者の病状の急変等に備え

るため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならな

い。 

第９２条 指定生活介護事業者は、指定生活介護事業所の見やす

い場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、前条の協力医

療機関その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を掲示しなければならない。 

就労継続支援（B 型） 

（基準省令第 201 条） 

第 201 条 指定就労継続支援Ｂ型の事業を行う者（以下「指定就

労継続支援Ｂ型事業者」という。）は、利用者に、生産活動に係

る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した

額に相当する金額を工賃として支払わなければならない。 

2 前項の規定により利用者それぞれに対し支払われる 1 月当た

りの工賃の平均額（第４項において「工賃の平均額」をいう。）

は、3,000 円を下回ってはならない。 

3 指定就労継続支援Ｂ型事業者は、利用者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことを支援するため、工賃の水準を高めるよ

う努めなければならない。 

4 指定就労継続支援Ｂ型事業者は、年度ごとに、工賃の目標水準

を設定し、当該工賃の目標水準及び前年度に利用者に対して支

払われた工賃の平均額を利用者に通知するとともに、長野県に

報告しなければならない。 

 

４ 管理の基本事項 

(１) 休所日 

ア 日曜日及び土曜日 

イ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

ウ １２月 29 日から翌年１月３日までの日 

ただし、指定管理者は、佐久市長の承認を得て、これを変更し、又は臨時に休所日を設けること

ができます。 

(２) 利用時間 

午前 9 時から午後 4 時までです。 

ただし、指定管理者は、佐久市長の承認を得て、これを変更することができます。 

(３) 職員 

ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ
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スの事業等の従業者、設備及び運営の基準に関する条例（長野県条例第 60 号）及び障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等

の従業者、設備及び運営の基準に関する条例施行規則（長野県規則第 13 号）を満たすととも

に、安定的かつ十分な支援を実施するための職員配置をすることとします。 

  人員に関する基準 

生活介護 

従業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師 

 

・利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の

指導を行うために必要な数 

（利用者の障がいの特性に応じて必要数を配置：嘱託

医を確保することをもってこれを満たすものとして

取り扱うことも可） 

看護職員 ・生活介護の単位ごとに、１人以上 

理学療法士又

は作業療法士 

 

・利用者に対して日常生活を営むのに必要な機能の減 

退を防止するための訓練を行う場合は、生活介護の単 

位ごとに、当該訓練を行うために必要な数 

生活支援員 ・生活介護の単位ごとに、１人以上（１人以上は常勤） 

看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数 

・常勤換算方法で、①から③の平均障害支援区分に応じ、それぞれ①か 

ら③までに掲げる数 

① 平均障害支援区分が四未満：利用者数を六で除した数以上 

② 平均障害支援区分が四以上五未満：利用者数を五で除した数以上 

③ 平均障害支援区分が五以上：利用者数を三で除した数以上 

サービス管理

責任者（有資格

者） 

 

 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60 人を越

えて 40 又はその端数を増すごとに 1 人を加えて

得た数以上 

※１人以上は常勤 

管理者(施設長） 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の

職務の兼務可） 

   

就労継続支援 B 型 

従業者 職業指導員及

び生活支援員 

・総数：常勤換算で、利用者数を 10 で除した数以上 

・職業指導員の数：１人以上 
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・生活支援員の数：１人以上 

・職業指導員又は生活支援員のうちいずれか１人以上

は常勤 

サービス管理

責任者（有資格

者） 

・利用者数 60 人以下：１人以上 

・利用者数 61 人以上：１人に、利用者数が 60 人を

越えて40人又はその端数を増すごとに1人を加え

て得た数以上 

・１人以上は常勤 

管理者（施設

長） 

原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の

職務の兼務可） 

従業員の員数等に関する特例 

サービス管理

責任者 

当該多機能型事業所に置くべき員数は、各指定障害福祉サービス事業所

ごとにおくべき員数にかかわらず、 

・当該多機能型事業所の利用者の数が 60 人以下：1 人以上 

・当該多機能型事業所の利用者の数が 61 人以上の場合：1 人に 60 人

を超えて 40 人を増すごとに 1 人を加えた数以上 

・１人以上は常勤 

管理者（施設

長） 

原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の

職務の兼務可） 

イ 職員（臨時職員を含む）の勤務形態等については、関連法規に基づき施設の運営に支障がない

ように定めることとします。 

ウ 職員（臨時職員を含む）に対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること。経費につい

ては、指定管理者の負担とします。 

エ 職員の採用は、原則として、佐久市内から行うこととします。 

オ 職員の従事時間は、午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分までの範囲内で、管理運営業務に支

障を来たさないよう、指定管理者が決定することとします。 

(４) 個人情報保護 

指定管理者又は管理運営業務の全部又は一部に従事する者は、管理運営業務の実施によって知

り得た秘密及び佐久市の行政事務等で一般に公開されていない事項を外部へ漏らし、又は他の目

的に使用してはなりません。指定期間が終了し、又は指定を取り消された後においても、同様とし

ます。 

また、指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定に基づ

き、管理運営業務の実施に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失、き損等の事故の防止及びその

他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければなりません。 
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(５) 業務の再委託 

指定管理者は、事前に佐久市の承諾を受けた場合を除いて、管理運営業務の一部を第三者に委

託し、又は請け負わせることはできません。 

指定管理者が管理運営業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて指定管理者の責任及び

費用において行い、第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用については、す

べて指定管理者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、指定管理者が

負担するものとします。 

(６) 法令等の遵守 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）等の行

政関連法令、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）

等の労働関係法令、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）、

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）等の施設関連法

令、障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）、障害者総合支援法、障害者虐待の防止、障害者の

擁護者に対する支援等に関する法律（平成 23 年法律第 79 号）ほか障がい者福祉関係法令、社

会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）、社会福祉法施行令（昭和 33 年政令第 185 号）ほか社会

福祉関係法令、佐久市障害福祉サービス事業施設条例（平成 17 年佐久市条例第 244 号）、佐久

市障害福祉サービス事業施設条例施行規則（平成 17 年佐久市規則第 182 号）、個人情報の保護

に関する法律のほか、佐久市と指定管理者が締結する協定書、仕様書等を遵守することとします。 

特に業務遂行に当たっては、サービスの低下にならないよう適正な人員配置を行い、また指定

管理者のもとで働く職員の労働条件等についても、労働基準法やその他の労働関係法令等を遵守

し、適正な取扱いを行うこととします。 

(７) 情報公開 

指定管理者が指定管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等で指定管理者が管理し

ているものの公開については、指定管理者において別途情報公開に関する基準等を定めるなど、

適正な情報公開に努めることとします。 

(８) 文書保管 

指定管理者が管理運営業務に伴い作成又は受領する文書等は、佐久市文書取扱規程（平成１７

年佐久市訓令第２号）に準じて、適正に保管することとします。 

また、指定期間終了時に、佐久市の指示に従い、佐久市又は新たな指定管理者に引き渡すことと

します。 

 

【４】 業務の範囲及び内容 

指指定管理者が行う業務の範囲及び内容は、次のとおりとし、その詳細は、別表１に定めるとおりと

します。 
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 (1) 障害者総合支援法第 5 条第 7 項に規定する生活介護及び就労継続支援の業務に関すること。 

(2) 野沢共同作業センターの施設及び設備の維持管理の業務に関すること。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、施設の運営に関する業務のうち、佐久市長のみの権限に属する事

務を除き、佐久市長が必要と認める業務。 

 

【５】 責任及びリスクの負担 

１ 責任分担 

指定期間中の佐久市と指定管理者の間における責任分担は、別表２に定めるとおりとします。 

 

２ リスク分担 

管理運営業務の遂行上起こり得る主なリスクについて、佐久市と指定管理者の間における分担は、

別表３に定めるとおりとします。 

なお、詳細については、基本協定を締結する際に協議します。 

 

３ 保険 

(１) 火災保険 

火災保険は、佐久市において全国市有物件災害共済会の「建物総合損害共済」に加入しています

が、その他、必要と考える保険があれば、指定管理者の負担において付保することとします。 

(２) 賠償責任保険及び補償保険 

賠償責任保険及び補償保険については、佐久市として、全国市長会の「市民総合賠償補償保険」

に加入しており、当該保険では、原則、指定管理者も被保険者とみなすとしています。ただし、当

該保険の対象とならない施設、業務、行事等もありますので、内容等を確認し、佐久市と協議のう

え、必要に応じ、管理経費等により保険を付保することとします。なお、自主事業等、従来の指定

管理業務以外の事業等については、当該保険の対象外となることから、指定管理者の責任におい

て、保険を付保することとし、その場合の保険料については、管理経費には含めないこととしま

す。 

(３) 自動車損害保険 

自動車損害保険は、佐久市が所有する車両であっても、指定管理者の負担において加入するこ

ととします。 

 (４) 当事者の責めに帰すことのできない事由が発生した場合の対応 

   自然災害等の不可抗力など、佐久市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由によ

り、管理運営上の損害等が発生した場合は、損害状況の確認を行ったうえで、指定管理者が、加入

する保険で対応できる場合は、保険での対応を優先とし、保険金額を超える部分については、佐久

市と指定管理者の協議により、費用負担等を決定することとします。 
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４ 原状回復義務 

(１) 施設・設備の改造 

指定管理者は、施設又は設備の改造を行おうとする場合は、あらかじめ佐久市と協議するもの

とします。 

また、当該指定管理者の指定期間が満了したとき、又は指定を取り消されたときは、佐久市の指

示するところにより、原則としてその管理運営を行わなくなった施設又は設備を原状に復さなけ

ればなりません。 

(２) 汚損、損傷、亡失など 

指定管理者は、施設・設備等を汚損し、損傷し、又は亡失したときは、佐久市の指示するところ

により、原状に回復し、又は損害を賠償しなければなりません。 

 

【６】 管理運営に要する費用負担 

１ 管理経費の算定 

管理運営に要する経費は、本施設の利用料金収入で賄うことになります。 

なお、自主事業に要する経費については、指定管理者が負担することになります。 

 

２ 利用料金の取扱い 

(１) 利用料金の帰属 

利用者が納付する利用料金は、実際に利用する日の属する年度にかかわらず、納付された事業

年度における指定管理者に帰属するものとします。ただし、指定期間の終了に伴い指定管理者が

交代する場合で、旧指定管理者が発行した請求書に基づく利用料金は、旧指定管理者に帰属する

ものとします。 

 (２) 利用料金の設定 

   利用料金の額については、条例で定められた金額の範囲内で、あらかじめ、佐久市長の承認を得

て、指定管理者において設定してください。なお、利用料金の額の設定に当たっては、本施設の利

用率の向上やサービスの向上につながるよう配慮してください。 

(３) 過年度還付金の取扱い 

利用料金の還付は、利用料金の納付された日の属する年度にかかわらず、利用料金の請求をし

た事業年度における指定管理者が行うものとします。 

 

3 備品等の取扱い 

(１) 施設、設備及び物品の使用 

指定管理者は、管理運営業務を行うに当たり、本施設並びに本施設に属する設備及び物品（備
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品、消耗品等をいいます。）を無償で使用することができます。 

(２) 備品の購入及び所有権 

施設機能及び業務遂行上必要な備品について、指定管理料又は利用料金収入により指定管理者

が購入した場合（管理運営業務開始時に所在していた備品等の経年劣化等による更新を含む）は、

所有権は佐久市に帰属するものとします。 

また、指定管理者が自主事業やサービスの質の向上のため、自らの負担と責任により購入又は

調達した備品の所有権は、指定管理者に帰属することとします。その場合、指定管理期間終了時に

は、原則として指定管理者自らの責任と費用で撤去することとします。ただし、佐久市と指定管理

者で協議のうえ、佐久市又は佐久市が指定するものに引き継ぐことができるものとします。 

なお、その他の事情等により購入や帰属先に疑義が生じた場合は、佐久市と指定管理者で協議

のうえ、決定するものとします。 

(３) 備品の管理 

指定管理者は、備品台帳を整備し、本施設の備品を適正に管理することとします。 

また、備品の帰属を明確とするため、佐久市と指定管理者の備品台帳を分けて、整備することと

します。 

(４) 車両の管理 

  指定管理者は、貸与された車両を適切に維持管理することとします。 

また、燃料費、修理費、車検料その他貸与車両の維持に係る経費は、すべて指定管理者が負担す

ることとします。 

 

【７】 事業の計画 

指定管理者は、指定管理者の応募時に、指定期間中に係る事業計画書及び収支計画書を策定し、佐久

市に提出することとします。指定管理者として管理運営業務を行うときは、これらの計画書に沿った

事業展開が求められます。 

また、指定管理者は、毎年度当初に、当該年度に係る管理運営事業の計画書と収支予算書を佐久市に

提出することとします。 

 

【８】 管理運営状況等の報告 

指定管理者は、毎年度終了後 30 日以内に管理運営業務の実施状況、本施設の利用状況、収支の状

況等を記載した事業報告書を提出することとします。 

また、別表１に定める定期に、当該期間における管理運営の状況等について、佐久市に報告すること

とします。 

 

【９】 管理運営状況の評価及び公表 
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佐久市は、指定管理者から受けた事業報告書及び定期の報告、必要な場合の実地調査等に基づき、管

理運営の状況についてモニタリングのうえ、評価し、その結果を公表します。 

 

【１０】 指定管理者に対する監督等 

１ 報告義務等 

佐久市は、本施設の適正な運営のため、指定管理者に対して、当該業務内容又は経理の状況に関し

て報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができます。 

 

２ 監査 

佐久市又は佐久市監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営業務に係る経理事務

について監査を行うこととします。 

 

【１１】 事業の継続が困難になった場合の措置 

指定管理者は、業務の適正な継続が困難となった場合、又はそのおそれがあると認められる場合は、

速やかに佐久市に報告しなければなりません。 

その場合の措置については、次のとおりです。 

 

１ 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の適正な継続が困難となった場合、又はそのおそれ

があると認められる場合には、佐久市は、指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定め

て改善策の提出及び実施を求めることができます。 

この場合、指定管理者がその期間内に改善することができなかった場合等には、佐久市は指定管理

者の指定を取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとします。 

 

２ 指定が取り消された場合等の賠償 

上記１により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止された場合、指

定管理者は、佐久市に生じた損害を賠償しなければなりません。 

 

３ 不可抗力等による場合 

不可抗力等、佐久市又は指定管理者の責めに帰すことができない事由により、本施設の管理運営の

継続が困難となった場合は、佐久市と指定管理者は、施設運営について協議を行い、継続が困難と判

断した場合、佐久市は指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じるこ

とができるものとします。 

この場合に発生した佐久市と指定管理者の損害、損失に係る補償及び増加費用は、その都度協議に
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より決定します。 

 

【１２】 その他 

１ 引継ぎ 

指定管理者の指定は、議会において、指定管理者の指定が議決された後となります。 

指定管理者が交代する場合は、指定後、速やかに前指定管理者、新指定管理者及び佐久市の参加に

より、管理運営業務の引継ぎを行います。 

また、今回の募集に係る指定期間終了後、別の指定管理者と交代する場合においても、次期指定管

理者及び佐久市の参加により、管理運営業務の引継ぎを行います。 

なお、引継ぎに要した経費は、それぞれの団体の負担とします。 

 

２ 指定議案が否決された場合及び議決が得られなかった場合 

選定の結果、指定管理者の候補者になった者が、議会で否決された場合又は議決が得られなかった

場合（議決を得ることも否決されることもなかった場合等）、管理運営の準備のために支出した費用

について、佐久市は補償しません。 

 

３ 前指定管理者が雇用している職員の再雇用 

新たに職員を雇用する場合は、円滑な業務移行を進めるため、前指定管理者が雇用している職員の

再雇用について、配慮をお願いします。 
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（別表１） 本施設の管理運営に関する業務内容 

【施設で行う業務】            

業務分類 業務概要 標準仕様 

障害者総合支援法に基

づく生活介護事業及び

就労継続支援事業に関

すること 

生活介護及び就労継続

支援（Ｂ型）事業に関す

る業務の実施 

障害者総合支援法に基づく介護給付生活介

護事業及び訓練等給付就労継続支援（Ｂ型）

事業に用いる体制や設備の整備を行うこと。 

 生活介護事業及び就労継続支援（Ｂ型）事業

を実施すること。  

その他の市が指定する

事業 

啓発事業の実施 障がいに対する理解の促進を図るための啓

発事業を実施すること 

 

【施設の管理運営】 

業務分類 業務概要 標準仕様 

施設の利用に関するこ

と 

利用料金の設定 

 

条例の規定の範囲内で利用料金を設定する

こと。 

設定又は変更の際は、佐久市の承認を必要と

する。 

 開館及び閉館 次に掲げる業務を行うこと。 

開錠 

設備等の作動確認、点検 

館内巡回と利用者の退館確認 

消灯、施錠 

 案内表示 次に掲げる業務を行うこと。 

案内板の表示 

正面玄関案内の表示 

会議室等入口案内の表示 

 受付・窓口 次に掲げる業務を行うこと。 

利用申請の受付 

問合せへの対応 

苦情への対応、佐久市への報告 

遺失物・取得物の受付、管理、返還 

 利用者指導補助 次に掲げる業務を行うこと。 

作業内容の説明、作業指導 
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設備・備品の使用方法の説明、補助 

危険行為等の注意 

 緊急時の対応 次に掲げる業務を行うこと。 

危険管理マニュアルの作成 

避難訓練 

佐久市地域防災計画で災害時における指

定避難所として指定された場合、災害時にお

ける市民の避難場所として提供し、市民の安

全確保に努めるものとする。 

 利用許可 次に掲げる業務を行うこと。 

利用申請に対する許可 

利用料金に対する承認 

利用料金の収受 

 減額または免除の許可 次に掲げる業務を行うこと。 

減額または免除申請に対する承認 

 印刷物 次に掲げる印刷物を発行すること。 

施設の利用案内 

料金表等 

 広報 次に掲げる業務を行うこと。 

施設利用促進のための広報 

チラシ、パンフレット等の作成 

 利用者意見の聴取 アンケートの実施等の手法により、利用者の

意見を聴取し、その内容を踏まえた事業展開

を図ること。 

指定管理者による自主

事業 

自主イベント、自主企

画等 

指定管理者独自の発想により、施設の有効活

用に資する事業、利用者のサービス向上に資

する事業、利用の促進に資する事業等を企画

し、実施すること。 

 

【施設の維持管理】 

業務分類 業務概要 標準仕様 

施設・設備等の総合的

な管理に関すること 

施設・設備等維持修繕

年次計画の策定 

施設、設備等の維持修繕に係る年次計画を策

定し、それに基づき、維持修繕を行うこと。 
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 保険 佐久市が付保する保険の他、管理運営業務に

必要な保険を付保すること。 

設備等の監視運転に関

すること 

建物管理全般の統括 設備等の管理責任者を定めること。 

定期的な清掃 次に掲げる業務を行い、異常等が発生したと

きに発見しやすい状態を保つこと。 

各種設備の日常巡視点検 

 燃料類の点検補充 必要な点検を随時行うこと。 

設備等の保守点検に関

すること 

法定点検等 各種法令に基づき点検等を行うこと。 

消防関係（防火管理者、消防訓練、点検報

告等） 

 各種設備の保守 次に掲げる点検等を行うこと。 

異音、発熱、振動等の異常の有無 

消耗品の交換、注油 

軽微な修理 

 事故発生時の応急処置 次に掲げる業務を行うこと。 

利用者に対する対応 

業者、関係機関への通報 

原因の調査 

 佐久市との連絡調整 次に掲げる事項について 

高額な修繕 

高額な消耗品の購入 

工事等の計画、相談 

建築物環境衛生管理に

関すること 

空気環境測定 法令に基づき行うこと。 

飲料水水質検査 法令に基づき行うこと。 

 受水槽清掃 法令に基づき行うこと。 

 害虫防除 法令に基づき行うこと。 

 汚水層清掃 法令に基づき行うこと。 

建物周辺の植栽、駐車

場の管理に関すること 

清掃、除草、害虫防除、

枝払い 

安全に努め、常に良好な状態に保つこと。 

清掃、警備に関するこ

と 

日常清掃 施設の材質又は状況に即した通常の清掃を

行うこと。 

 植栽、駐車場清掃 日常的な清掃を適宜実施すること。 

自主事業開催中、終了後は念入りに実施する
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こと。 

積雪があった場合は、除雪作業を行うこと。 

 防犯 次に掲げる業務を行うこと。 

建物内の巡視 

必要箇所の施錠 

 夜間警備 適宜実施すること。 

 防災 次に掲げる業務を行うこと。 

防火管理者の設置 

消防法に基づく防火管理者が行うべき業

務 

消防設備点検に関する

こと 

法定点検 各種法令に基づき点検等を行うこと 

 日常巡視点検 

 総合点検 

防災訓練企画実施 

修繕に関すること 老朽化による改修 佐久市と協議のうえ、適宜改修を実施するこ

と。 

 突発的修繕 一定額の修繕費を設定し、範囲内において指

定管理者が実施すること。 

実施に当たっては、佐久市と協議すること。 

 利用者要望による設備

投資 

佐久市と協議のうえ、適宜設備整備を実施す

ること。 

備品等の管理に関する

こと 

管理 次に掲げる管理を行うこと。 

帳簿の作成、管理 

備品の点検、修繕 

購入、廃棄 佐久市と協議のうえ、備品の購入、廃棄を実

施すること。 

車両 貸与車両の自賠責保険及び任意保険に加入

するとともに、適切な維持管理を行うこと。 

 

【その他の業務】 

業務分類 業務概要 標準仕様 

その他 庶務 次に掲げる業務を行うこと。 

現金の管理 
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経理 

職員の福利厚生 

職員の給与 

物品の管理 

文書の管理、保存 

その他の事務に関すること。 

 日常報告 次に掲げる業務を行うこと。 

業務連絡 

改修、修繕の相談 

その他の相談 

 月次報告 利用者数等の報告を行うこと。 

 四半期報告 四半期ごとの報告を行うこと。 

 年次報告 会計年度終了後に事業及び収支の状況を記

載した事業報告書を佐久市に提出すること。 

 年度事業計画 会計年度開始前に当該年度の事業及び収支

の計画を記載した事業計画書を佐久市に提

出すること。 

 関係機関との連絡調整 必要に応じ、関係機関との連絡調整を行うこ

と。 
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（別表２） 佐久市と指定管理者の責任分担表 

 

番号 内  容 
負 担 者 

佐久市 指定管理者 

１ 包括的管理責任 ◎  

２ 施設の法的管理（占用、行為許可等） ◎ ○ 

申請受付、許可書の

交付に限る。 

３ 施設・設備の管理運営  ◎ 

４ 施設の管理運営上の広報 ○ 

佐久市の広報媒体に

係るものに限る。 

◎ 

５ 施設・設備の維持保全  ◎ 

６ 物品の管理、購入  ◎ 

７ 施設・設備の修繕、改修  ○ 

１件 50 万円以上の

もの 

ただし、協議により

変更する場合がある 

◎ 

１件 50 万円未満の

もの 

８ 非常時の初期対応（待機連絡、被害調

査、報告、応急措置等） 

○ ◎ 

９ 災害復旧 ◎  

１０ 苦情対応 ○ ◎ 

（◎印は主となる者を、○印は従となる者を表す。） 

(※) 負担の詳細は、発生した原因等に応じ、リスク分担表において定めます。 
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（別表３） 佐久市と指定管理者のリスク分担表 

 

番号 種  類 内  容 

負担者 

佐久市 
指定 

管理者 

１ 法令等の変更 施設・設備設置基準の達成等、施設整備が必

要なもの 
○  

２  管理運営上の対応で対処可能なもの  ○ 

３ 施設利用者、周辺

住民及び周辺環境

への対応 

管理運営上の不備、過失等による周辺器物の

損壊、環境対策、住民対策、苦情処理等 
 ○ 

４ 施設・設備の構造上の不備等に起因する事故

等による住民対策、苦情処理等 
○  

5 不可抗力 不可抗力（自然災害、暴動等の人為災害、感

染症の流行等）による施設・設備の修繕、施

設利用者・周辺住民等への損害及び管理運営

業務の変更、中止、延期等 ※1 

協議事項 

６ 利用者に及ぼした

損害賠償 

管理運営上の不備、過失等に起因するもの  ○ 

７ 施設・設備の構造上の不備に起因するもの

（施設・設備の維持管理上の瑕疵による場合

は、項目 6 に依拠する） 

○  

８ 施設・設備等の現

状変更 

指定管理者の都合による施設の模様替え、設

備・備品等の新設及び増設 
 ○ 

９ 施設・設備の修

繕、改修 

建物の躯体、基礎軸組、鉄骨部分 ○  

１０ 管理運営上の不備、過失等に起因するもの  ○ 

１１ 管理運営上の不備、過失等に起因しないもの

で、１件 50 万円未満のもの 
 ○ 

１２ 管理運営上の不備、過失等に起因しないもの

で、上記以外のもの 
○  

１3 施設競合 施設競合による利用者及び利用収入の減によ

るもの 
 ○ 

１４ 需要変動 利用者の減少等、需要見込みと実施結果との

差異による収入の減 
 ○ 

１５ 運営費の増嵩 佐久市の要因による管理運営経費の増 ○  



【野沢共同作業センター】業務仕様書 

 

 

１６  佐久市の要因以外の要因による管理運営経費

の増 
 ○ 

１７ 債務不履行 佐久市の協定内容の不履行 ○  

１８  指定管理者の協定内容の不履行  ○ 

１９ 物価変動 物価水準の変動による経費の増減 協議事項 

２０ 金利変動 金利変動による経費の増減  ○ 

２１ 運営リスク 管理運営上の不備、過失等に起因するもの  ○ 

２２  施設・設備の構造上の不備に起因するもの

（施設・設備の維持管理上の瑕疵による場合

は、項目２1 に依拠する） 

○  

２３  佐久市が行う大規模改修工事の実施に伴う臨

時休館等に起因するもの ※2 
協議事項 

(※1) 指定管理者が、加入する保険で対応できる場合は、保険での対応を優先とし、保険金額を 

超える部分については、佐久市と指定管理者が協議して決定するものとします。 

(※2) 施設の全部又は一部が利用できなくなったことで指定管理者に損失が生じた場合の損失は、 

佐久市と指定管理者が協議のうえ、原則として佐久市が補償を行います。なお、佐久市が補償 

する損失の範囲は、休業期間に係る支出から収入を差し引いた差額とし、逸失利益は含まず、 

自主事業についても原則補償の対象外とします。また、休業期間に係る支出については、合理性 

の認められる範囲のものとします。 


